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１ 業務名 

  なかいち学級運営業務委託 

 

２ 業務の目的 

本業務は、山口市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（以下「条例」という。）及び山口市放課後児童クラブ運営規則（以下「規則」という。）

等の定めに従い適切に放課後児童クラブを運営し、白石地区内の留守家庭児童の健全育

成を図ることを目的とする。 

 

３ 業務の実施場所 

（１）所 在 地 山口市中市町６番地２（マルシェ中市２階） 

（２）教 室 面 積 １５０㎡ 

（３）定 員 ６０名 

※ただし、受入児童の状況、職員体制その他特別な事情により必要があると認める

ときは、定員にかかわらず、受入児童数を変更することができる。 

 

４ 委託期間 

  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

５ 開所時間等 

（１）開所時間 

  ・小学校の放課後から午後６時まで 

  ・小学校の休業日は、午前８時３０分から午後６時まで（開所時間延長事業の利用

児童がいる場合は、午前８時から午後６時まで） 

  ※ただし、受託者は必要があると認めるときは、市長の承認を得て開所時間を変更

することができる。また、小学校の臨時休校等により市から開所を要請する場合

がある。 

（２）休所日 

   ・日曜日 

・国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

・１２月２９日から翌年の１月３日まで 

   ※ただし、受託者は必要があると認めるときは、市長の承認を得て休所日を変更

することができる。  

 

６ 運営体制 

（１）保育の際には、条例第１０条の定めにより配置すること。また、勤務形態等につい

ては、労働基準法・労働安全衛生法・その他労働関係法令を遵守し、管理に支障のな

いように配置すること。 

（２）放課後児童支援員及び補助員に対して、クラブの管理に必要な研修を実施すること。 

（３）経理業務・受付業務・帳簿作成業務・その他体制の整備に必要な業務を実施すること。 

 

７ 法令等の遵守 

山口市放課後児童クラブの運営にあたっては、関係法令及び山口市条例等を遵守しな

ければならない。委託期間中、関係法令及び山口市条例等に改正があった場合は、改正
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された内容を仕様とする。なお、改正に伴い費用が増減する場合は、協議により契約金

額を変更するものとする。 

 

８ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」施行に伴う対応 

  本市の「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」に準じて、適切に

対応すること。 

（１）不当な差別的取扱いの禁止 

障がいを理由として、障がい者に対して不当な差別的取扱いをすることにより、障

がい者の権利利益を侵害してはならない。 

（２）合理的配慮の提供 

障がい者から何らかの配慮を求める意思の表明があった場合において、その実施に

伴う負担が過重でないときは、その人の障がいに合った必要な配慮の提供をしなけれ

ばならない。 

 

９ 業務内容 

（１）山口市放課後児童クラブの事業に関する業務 

① 児童の健康管理、安全確保及び情緒の安定に関すること。 

② 児童の遊びの活動への意欲及び態度の形成に関すること。 

③ 児童の遊びを通しての自主性、社会性及び創造性の向上に関すること。 

④ 児童の遊びの活動状況の把握及び家庭への連絡に関すること。 

⑤ 家庭や地域における遊びの環境づくりへの支援に関すること。 

⑥ 児童の基本的な生活習慣の確立に関すること。 

⑦ そのほか、児童の健全育成を図る上で必要な活動に関すること。 

（２）各種届書及び申込書の受付に関する業務 

   入級申込書、申請事項変更届、退級届等を受け付け、必要な書類を添付し山口市こ

ども未来課へ送付する。 

（３）入級の審査、進達に関する業務 

入級を希望する児童の保護者から入級申込書が提出されたときは、内容を審査の上、

山口市こども未来課へ進達する。 

（４）山口市放課後児童クラブの利用状況を報告する業務 

   入級児童の利用状況について、指定する様式により山口市こども未来課へ報告する。 

（５）各種通知書等の内容を通知する業務 

山口市こども未来課で作成された各種通知書及び納付書等の内容について、入級児

童の保護者へ通知する。 

（６）教室内の衛生的環境の確保に関する業務 

① 日常清掃（日常的に必要な清掃業務）に関する業務 

② 定期清掃（ガラス清掃、カーペット等床清掃、空調機器フィルター清掃等定期

的に必要な清掃作業）に関する業務 

（７）保険への加入 

保育を行うにあたり必要な保険等に加入すること。なお、教室の火災保険について

は山口市が加入する。 

（８）その他運営に必要な業務 

① 施設を所有する株式会社街づくり山口と随時必要な調整を行いながら放課後児

童クラブを運営すること。 
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② 年度開始前の指定期日までに事業実施計画書を提出すること。 

③ 年度終了後山口市が指定する期日までに事業報告書を提出すること。 

 

１０ 備品・消耗品等 

山口市放課後児童クラブに附属する山口市所有の備品等については、その使用及び

保管に十分注意すること。なお、山口市所有の備品についての消耗品類の更新につい

ては、受託者の負担とする。 

 

１１ 利用料金 

   山口市放課後児童クラブの利用料金は次のとおりとする。 

   通年での利用 ３，０００円／月 

   学年始め休業 １，０００円 

   夏 季 休 業 ８，０００円 

   冬 季 休 業 ２，０００円 

   学年末休業 １，０００円 

   開所延長事業利用料 ５０円／回 

※上記の利用料金は市が賦課徴収を行うが、納付書の配布については受託者が行う

こととする。なお、保育料とは別におやつ代等を徴収する場合は、受託者が行うこ

ととする。 

 

１２ 委託料及び支払いの方法 

（１）委託料は、前期、後期の２回に分けて支払うこととし、支払請求書を受理した日か

ら３０日以内に概算で支払うものとする。 

（２）委託料の見積額は見込みによるものであり、入級児童数、必要な加配職員数、開所

時間等について増減が想定されるため、その際には双方協議の上、変更契約の締結等

を行うこととする。 

 

１３ 協議 

この仕様書に規定するものの他、受託者の業務の内容及び処理について疑義が生じ

た場合は、山口市と協議すること。 

 

１４ 業務実施するにあたっての注意事項 

（１）この仕様書を変更する必要が生じた場合は、山口市と受託者が協議の上、仕様書を

変更し、必要に応じて契約金額を変更するものとする。 

（２）契約期間満了に伴い、新たな事業者が本業務を受託することとなった場合、必要な

引継ぎを誠意を持って行うこと。 

（３）個人情報の保護のため、別紙１「個人情報等取扱特記事項」の遵守について、職員

に周知徹底させること。  

（４）緊急時対策、防犯・防災対策について、マニュアルを作成し、職員を指導するとと

もに、事故・災害等が発生した場合には、速やかに応急処置を講じること。 

（５）受託者は、個人の権利利益を侵害することのないよう適正に取り扱うものとする。 
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別紙１ 

個人情報等取扱特記事項 
（基本的事項） 

第１条 受託者（以下、乙という）は、業務の実施に当たっては、個人情報保護の重要性
を認識し、個人情報等の取扱いについて、善良なる管理者の注意をもって、個人の権利
及び利益を侵害することがないよう適正に管理しなければならない。 
（定義） 

第２条 個人情報等とは、業務を処理するために山口市（以下、甲という）から引き渡さ
れた個人に関する情報であって、山口市個人情報保護条例（平成１７年山口市条例第１
２号。以下「条例」という。）第２条第１号及び第１号の２に規定する個人情報及び特定
個人情報をいう。 
（業務の処理） 

第３条 乙は、業務の処理について、その全部又は一部を問わず外部に委託してはならな
い。ただし、あらかじめその内容を明らかにして甲の書面による承認を得たときは、こ
の限りでない。その場合、乙は当該委託先に対し、乙の責任において、乙と同等の義務
を課しこれを遵守させるものとする。 

２ 乙が行う業務の処理は、甲の指定する場所で行うものとし、書面により確認する。 
３ やむを得ず前項で定める場所以外での業務の処理を必要とするときは、事前に甲乙協
議の上実施するものとする。 

４ 乙は、業務の処理に関し、事故が生じたときは、直ちにその状況を甲に通知しなけれ
ばならない。 
（適正管理） 

第４条 乙は、個人情報等の漏洩、盗難、滅失又は改ざんの防止その他個人情報等の適切
な管理のために、個人情報等を取り扱う乙の作業従事者（以下「乙の作業従事者」とい
う。）を選任するとともに、業務処理施設のセキュリティ確保、個人情報等の運搬及び乙
の作業従事者の管理体制等について、必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、その在職中であると職を退いた後であるとを問わず、乙の作業従事者に対し、
本書の内容を周知徹底させ、遵守させなければならない。また、このことに必要な研修、
指導等を適宜実施し、実施内容について甲に報告するものとする。 

３ 甲及び乙は、個人情報等の授受、保管について管理台帳を作成し、個人情報等の内容、
取扱年月日、取扱者、数量等を記録しなければならない。 

４ 乙は、甲が提供する業務の実施に必要な個人情報等が記録されているデータ、帳票、
資料等（以下「データ等」という。）を使用して新たに作成したデータ等（以下「作成デ
ータ等」という。）で、保存する必要がなくなったものについては、第三者の利用に供さ
れることのないよう厳重な注意をもって、確実かつ速やかに処分しなければならない。 
（秘密の保持） 

第５条 乙は、業務に関して知り得た個人情報等を第三者に開示又は漏洩してはならない。
この契約による業務が終了し、又はこの契約が解除された後においても、同様とする。 

２ 乙は前項の規定を遵守するため、乙の作業従事者と秘密保持契約を締結するなど、必
要な処置を講ずるものとする。 

３ 業務を処理する乙の作業従事者は、業務の重要性を認識し、業務上知り得た内容の一
切を第三者に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 
（目的外利用及び外部提供の禁止） 

第６条 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報等を
業務以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。 
（複写又は複製の禁止等） 

第７条 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、データ等の複写、複製又はこれらに
類する行為をしてはならない。 

２ 乙は、甲の事前の承認がなければ、データ等及び作成データ等を第３条第２項で定め
た作業場所以外へ持ち出してはならない。 
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（データ等返還及び作成データ等の抹消） 
第８条 乙は、業務が終了したとき、この契約が解除されたとき、並びにデータ等及び作
成データ等を必要としなくなったときは、直ちに、データ等は甲に返還し、作成データ
等は抹消し、その旨を証する書面を甲に提出するものとする。ただし、甲が別の指示を
したときはその指示に従うものとする。 
（報告及び検査監督） 

第９条 甲は、乙に対し、この契約に関する業務の処理における個人情報等の管理状況に
ついて、報告を求めることができる。 

２ 乙は、この契約に関する業務の処理における個人情報等の管理状況について、甲によ
る検査を適宜受けるものとする。検査の結果、不備が認められる事項が発生した場合、
乙は、甲の指示、監督に従い改善するものとする。 
（事故発生時における報告） 

第１０条 乙は、この個人情報等取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれ
があることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

２ 前項の場合において、乙は、速やかに被害の拡大を防止する適切な措置を講じなけれ
ばならない。 

３ 甲は、乙の責に帰すべき事由により損害を受けた場合、乙に対して損害の賠償を請求
することができるものとする。 

４ 前３項の規定は、業務終了後及びこの契約解除後も、同様とする。 
（第三者に及ぼした損害） 

第１１条 乙は、この個人情報等取扱特記事項の履行に関し、第三者に損害を及ぼしたと
きは、その賠償の責めを負うものとする。 

２ 前項の場合において、第三者に対し甲が賠償をしたときは、甲は乙に対し求償するこ
とができるものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、第１項に規定する損害が天災その他不可抗力によるもの
であるときは、その賠償の負担につき、甲乙協議して定めるものとする。 
（法令等の遵守） 

第１２条 乙は、条例を遵守するとともに、個人情報保護法等の関係法令を遵守し、個人
情報等を取り扱う業務を適正に履行しなければならない。 

 （協議事項） 
第１３条 この個人情報等取扱特記事項に定める事項について甲乙間に疑義が生じたとき
は、甲乙協議の上これを処理する。 

以上 
 

 

 

 

  


